
歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算)))) 奈良県 川西町奈良県 川西町奈良県 川西町奈良県 川西町経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析分析分析分析 人 口面 積標 準 財 政 規 模歳 入 総 額歳 出 総 額実 質 収 支 8,8255.942,572,5103,887,6043,798,93562,585 人(H22.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円千円当　該　団　体　値類似団体内平均値類似団体内の 最大値及び最小値経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計）））） HHHH21212121類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位65/7265/7265/7265/72全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均91.891.891.891.8奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均96.596.596.596.5(%)120.0110.0100.090.080.070.060.0 101.6101.6101.6101.665.065.065.065.087.187.187.187.188.388.388.388.389.189.189.189.189.189.189.189.187.987.987.987.9 H21H20H19H18H17 97.997.997.997.9102.1102.1102.1102.1103.3103.3103.3103.3105.8105.8105.8105.896.796.796.796.7 人件費人件費人件費人件費 HHHH21212121類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位53/7253/7253/7253/72全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均26.726.726.726.7奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均29.129.129.129.1(%)40.035.030.025.020.015.0 34.834.834.834.818.918.918.918.926.226.226.226.226.726.726.726.727.727.727.727.728.828.828.828.829.729.729.729.7 H21H20H19H18H17 30.230.230.230.231.331.331.331.332.532.532.532.534.034.034.034.032.032.032.032.0 物件費物件費物件費物件費 HHHH21212121類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位43/7243/7243/7243/72全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均13.013.013.013.0奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均14.314.314.314.3(%)40.030.020.010.00.0 27.127.127.127.15.35.35.35.311.511.511.511.511.611.611.611.611.911.911.911.912.012.012.012.012.812.812.812.8 H21H20H19H18H17 12.012.012.012.012.812.812.812.812.312.312.312.313.613.613.613.613.313.313.313.3 扶助費扶助費扶助費扶助費 HHHH21212121類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位28/7228/7228/7228/72全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均9.69.69.69.6奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均8.18.18.18.1(%)10.08.06.04.02.00.0 7.67.67.67.61.41.41.41.43.53.53.53.53.43.43.43.43.43.43.43.43.23.23.23.23.03.03.03.0 H21H20H19H18H17 3.03.03.03.03.13.13.13.13.23.23.23.22.92.92.92.92.42.42.42.4 そのそのそのその他他他他 HHHH21212121類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位23/7223/7223/7223/72全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均12.112.112.112.1奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均12.312.312.312.3(%)30.025.020.015.010.05.00.0 22.722.722.722.76.26.26.26.212.312.312.312.312.312.312.312.311.711.711.711.710.810.810.810.810.110.110.110.1 H21H20H19H18H17 10.410.410.410.411.711.711.711.711.211.211.211.210.810.810.810.87.77.77.77.7
補助費等補助費等補助費等補助費等 HHHH21212121類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位55/7255/7255/7255/72全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均10.510.510.510.5奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均8.88.88.88.8(%)40.030.020.010.00.0 30.030.030.030.03.93.93.93.914.514.514.514.514.614.614.614.614.514.514.514.514.314.314.314.314.114.114.114.1 H21H20H19H18H17 17.217.217.217.216.116.116.116.115.215.215.215.215.815.815.815.815.515.515.515.5
公債費公債費公債費公債費 HHHH21212121類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位63/7263/7263/7263/72全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均19.919.919.919.9奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均23.923.923.923.9(%)40.030.020.010.00.0 34.734.734.734.72.52.52.52.519.119.119.119.119.719.719.719.719.919.919.919.920.020.020.020.018.218.218.218.2 H21H20H19H18H17 25.125.125.125.127.127.127.127.128.928.928.928.928.728.728.728.725.825.825.825.8

公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外 HHHH21212121類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位50/7250/7250/7250/72全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均71.971.971.971.9奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均72.672.672.672.6(%)90.080.070.060.050.040.0 83.383.383.383.354.454.454.454.468.068.068.068.068.668.668.668.669.269.269.269.269.169.169.169.169.769.769.769.7 H21H20H19H18H17 72.872.872.872.875.075.075.075.074.474.474.474.477.177.177.177.170.970.970.970.9経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計））））人件費人件費人件費人件費物件費物件費物件費物件費扶助費扶助費扶助費扶助費 そのそのそのその他他他他 補助費等補助費等補助費等補助費等公債費公債費公債費公債費公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均
川西町川西町川西町川西町※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40404040以下以下以下以下6060606080808080100100100100120120120120140140140140以上以上以上以上
分析欄分析欄分析欄分析欄経常収支比率：前年度に比べ４．２ポイント改善し９７．９となった。ここ数年類似団体平均、全国・奈良県市町村平均よりも大きく上回っている。集中改革プランに基づき歳出の削減を図っているが、近年は地方交付税等一般財源が削減額を上回って減少しているため１００前後で推移している。今後とも義務的経費の削減に努め、収入については、町税等の収納率向上事業により自主財源の確保に努める。人件費：人件費に係る経常収支比率は３０．２％と類似団体平均、全国、奈良県市町村平均よりもそれぞれ４．０ポイント、３．５ポイント、１.１ポイント高くなっているが、人口一人当たり決算額及び人口千人当たり職員数は類似団体平均よりそれぞれ５．4％、１．１６人低くなっており、またラスパイレス指数も２．６ポイント低い状況にある。今後も人件費の抑制に強める。物件費：物件費に係る経常収支比率は１２．０％と類似団体平均よりも０．５ポイント高いが、全国市町村平均よりも１．０ポイント低く、奈良県市町村平均よりも２．３ポイント低くなっている。また、物件費の賃金・需用費・委託料など各項目人口一人当たり決算額についても、類似団体よりも約３０％～８０％低くなっている。今後も経費の削減に努め、電算システムの他市町村との共同化や、清掃業務に引き続き施設管理委託業務の競争入札の導入など経費の削減を図る。扶助費：扶助費に係る経常収支比率は３．０％と類似団体平均、全国・奈良県市町村平均よりもそれぞれ０．５ポイント、６．６ポイント，５．１ポイント低い状況にある。今後も資格審査等の適正化に努める。公債費：起債の発行については極力交付税算入のあるものを発行してきたが、公債費に係る経常収支比率は２５．１％と類似団体平均、全国・奈良県市町村平均よりも１．２～６．０ポイント高くなっている。今後も、公債費特定財源（住宅新築資金返戻金、住宅家賃など）の確保に努める。また、縁故債に関しては繰上償還、高金利な起債に対しては補償金免除繰上償還等を実施し公債費の削減に努める。補助費等：補助費等に係る経常収支比率は１７．２％と類似団体平均、全国・奈良県市町村平均よりも２．７～８．４ポイント高くなっている。町行政の責任分野、経費負担のあり方、行政効果等を再点検し、個人給付に係るもの、団体運営補助に係るものについては、廃止する方向で見直し、事業補助等に切り替える。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析 人件費及び人件費に準ずる費用 人口1人当たり決算額当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）人件費 902,256 102,239 108,105 ▲ 5.4賃金（物件費） 12,265 1,390 7,997 ▲ 82.6一部事務組合負担金（補助費等） 162,683 18,434 15,513 18.8公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 12,183 1,381 1,076 28.3公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 1,092 124 5,404 ▲ 97.7事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 20,418 2,314 2,350 ▲ 1.5▲退職金 ▲ 61,723 ▲ 6,994 ▲ 11,484 ▲ 39.1合計 1,049,174 118,887 128,962 ▲ 7.8参考 当該団体 類似団体平均 対比（差引）人口1,000人当たり職員数（人） 10.88 12.04 ▲ 1.16ラスパイレス指数 91.4 94.0 ▲ 2.6
公債費及び公債費に準ずる費用の分析 公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値 人口1人当たり決算額当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）元利償還金の額（繰上償還額等を除く） 691,959 78,409 75,033 4.5積立不足額を考慮して算定した額 - - - -満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの（年度割相当額） - - - -公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 189,663 21,492 17,396 23.5一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負担金に充当する一般財源等額 40,826 4,626 7,998 ▲ 42.2債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する一般財源等額 1,634 185 2,347 ▲ 92.1一時借入金利子（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） - - 22 -▲特定財源の額 ▲ 29,721 ▲ 3,368 ▲ 4,429 ▲ 24.0▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 455,378 ▲ 51,601 ▲ 58,481 ▲ 11.8合計 438,983 49,743 39,887 24.7※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額（千円）

当該団体決算額（千円）

歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
奈良県 川西町奈良県 川西町奈良県 川西町奈良県 川西町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移(%) 実質公債費比率起債制限比率5.010.015.0
20.025.0 16.6

H21
16.8
H2014.8H1911.3H188.5H17

21.120.819.017.414.6

人口1人当たり決算額(円)

50,000100,000150,000200,000250,000300,000 当該団体値類似団体内平均値類似団体内最大値類似団体内最小値77,443
270,122
128,962118,887

人口1人当たり決算額(円)

020,00040,00060,00080,000100,000120,000 当該団体値類似団体内平均値類似団体内最大値類似団体内最小値11,761
100,598
39,88749,743



普通建設事業費の分析 普通建設事業費 当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)332,801 36,166 ▲ 56.8 102,700 29.3 ▲ 86.1うち単独分 145,270 15,787 ▲ 77.1 59,429 21.0 ▲ 98.1250,915 27,525 ▲ 23.9 87,174 ▲ 15.1 ▲ 8.8うち単独分 142,192 15,598 ▲ 1.2 48,477 ▲ 18.4 17.2283,197 31,397 14.1 86,616 ▲ 0.6 14.7うち単独分 272,430 30,203 93.6 49,776 2.7 90.9306,951 34,466 9.8 82,258 ▲ 5.0 14.8うち単独分 231,587 26,003 ▲ 13.9 43,997 ▲ 11.6 ▲ 2.3287,707 32,601 ▲ 5.4 109,234 32.8 ▲ 38.2うち単独分 202,396 22,934 ▲ 11.8 63,976 45.4 ▲ 57.2過去５年間平均 292,314 32,431 ▲ 12.4 93,596 8.3 ▲ 20.7うち単独分 198,775 22,105 ▲ 2.1 53,131 7.8 ▲ 9.9

当該団体決算額（千円） 人口１人当たり決算額

H20H21

H17H18H19
人口1人当たり決算額の推移

020,00040,00060,00080,000100,000120,000
H17 H18 H19 H20 H21

（円）
歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

奈良県 川西町奈良県 川西町奈良県 川西町奈良県 川西町

当該団体値 類似団体平均値


